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令和９年までは実数
が分かっています

鳥取市の児童生徒数の変化
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12.6％減（H28→R8の10年間）

鳥取市立学校の適正規模・適正配置基本方針について



（１）未来を担う子どもたちにとって平等で適切な
教育環境の実現を最優先とします。

（２）おおむね20年後の姿を想定し全ての校区で検討組
織の立ち上げを促します。

（３）今後の学校のあり方については地域での責任
ある議論を重視します。

本案の基本的な考え方

鳥取市立学校の適正規模・適正配置基本方針について(２)

・鳥取市全体としての枠組みを決めています。
・個々の学校配置については地域の意見を尊重して
決定していきます。
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小学校 中学校 義務教育学校

１校あたりの学級数 １２～１８学級 ９～１８学級 ９～２７学級

ただし、1学年の人数が極端に減少する場合は、学校統合の適否について検討する。

鳥取市校区審議会では、法令や国の基準等を参考にして、公立学
校の適正規模について以下のような議論を進めました。

20年後には何校必要？

本市としての適正規模の基準 ４
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ブロック分けについて

鳥取市立学校の適正規模・適正配置基本方針について



南ブロックの現状と見通し ６
小学校

【R３】 【R22】

児童数 学級数 全児童数 全学級数 学校数

河原第一 205 8

310
～ 370

12 ～18 １～２
（含義務教育学校）

西郷 26 4

散岐 62 6

用瀬 151 7

佐治 43 4

計 487 29

中学校
【R３】 【R22】

生徒数 学級数 全生徒数 全学級数 学校数

河原 163 6
180
～ 190

6 ～ 9 １～２
（含義務教育学校）

千代南 80 3

計 243 9

合計 730人



・複式学級の設置が余儀なくされる
・班活動など学習形態の制約
・集団の中で自己主張したり自己抑制したりする経験を積みにくい

・きめ細やかな指導
・運動場、プール等施設の空間的ゆとり
・発表の機会、リーダーになる機会
・地域との心理的距離の近さ
・特色ある教育活動が行いやすい

①1学級の人数が少ないことにより

学校の努力や
地域の創意工夫
の範囲を超える
場合に備えての
話し合いが必要。

強み

課題

③先生の配置が少ないことにより

②学級数や児童生徒数が少ないことにより

・クラス替えができない ・クラブ活動、部活動の選択肢が少ない
・人間関係の固定化 ・男女比の偏りが生じやすい
・進学時の急激な人数の変化 ・登校班の編成が困難

・経験年数や専門性の上でバランスの取れた職員配置がしにくい
・複数の教科や学校を掛け持ちする可能性が生まれる

一般的に言われている小規模校の強みと課題



地域主体で「学校のあり方を考える会」を立ち上げます

これからの子育て世代のためにも、地域によっては早めに組織
を立ち上げ方向性を決定する必要があります。

○○小学校のあ
り方を考える会
を立ち上げま
す。

A小学校区

既存の組織を活用
して話し合いま
しょう。

Ｂ小学校区

中学校区合同で
組織を立ち上げ
ましょう。

組織づくりの
お手伝いをし
ます。

Ｃ中学校区

教育委員会



推薦をもとに教育委員会が委嘱

A小学校区
代表

（３～４名）

B小学校区
代表

（３～４名）

C小学校区
代表

（３～４名）

D小学校区
代表

（３～４名）

E中学校区
代表

（１～２名）

〇〇ブロック全域の学校のあり方を考える協議会
（各校代表が集まり組み合わせを検討）

A小学校・B小学校
統合準備委員会

C小学校区

学校のあり方
を考える会

D小学校区

学校のあり方
を考える会

E中学校区

学校のあり方
を考える会

統合を検討する場合のみ設置

PTA執行部で推薦

ブロック別協議会設置の例

９



〇校長、自治会長、公民館長等へ説明会の依頼について相談
（PTA執行部）

↓
〇教育委員会へ説明会の依頼（地区、校区、中学校区単位いずれも可）
（PTA執行部）

↓
○校区別の検討組織の立ち上げ検討
（PTA、学校、地区）

↓ ↓
○検討組織立ち上げ 〇検討組織を立ち上げず校区代表のみ選出
（PTA、学校、地区）

↓
○第1回ブロック別協議会開催
（教育委員会）
・具体的な統廃合計画ではなく現状把握から
・前倒して開催も可

今後の具体的な動き

適正配置に向けた具体的取り組みについて

令
和
３
・
４
年

令
和
４
年
以
降
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鳥取市過疎地域持続的発展市町村計画の策定について 

１ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の趣旨 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（以下 新過疎法）は、過疎地域の自

立に向けて持続的発展を実現することが重要であるとの認識に立った上で、目的が旧法

の「過疎地域の自立促進」から「過疎地域の持続的発展」に見直されました。 

過疎地域が地域の実情に応じて実施する施策に対し特別措置を講じるために立案され、

議員立法として成立しました。 

※公布：令和3年3月31日 施行：令和3年4月1日 

令和13年3月3日まで10年間の時限 

２ 新過疎法の概要 

（１）今後の過疎対策を見据えた基準年の見直し 

人口減少率（長期）の基準年について、昭和 35 年から昭和 50 年に見直し。ただし

激変緩和のため、現行過疎地域について、法制定時（令和3年4月）に限り、昭和35

年を併用。 

（２）市町村の実態を踏まえた平成の合併による合併市町村の特例 

①合併前の市町村の区域を過疎地域に（「一部過疎」）指定できる。 

②「一部過疎」の財政力要件は、平成の合併による市・町・村の構成比の変化等を踏ま

え、財政力指数を市町村平均（0.51）以下ではなく市平均（0.64）以下に設定。 

 ※上記（１）（２）により、本市における一部過疎地域として、これまで指定されてい

た旧用瀬町、旧佐治町、旧青谷町に加え、旧河原町も指定されました。 

（３）過疎対策事業債 

ハード事業、ソフト事業を対象とした地方債措置を継続 

（４）過疎対策目標の見直し 

目標の項目について、社会情勢の変化等を踏まえた見直しが行われ、「人材の確保・

育成（関係人口の確保を含む）」、「情報通信技術の活用による地域の情報化」、「住民の

日常的な移動のための交通手段の確保」「子育て環境の確保」「再生可能エネルギーの

利用推進」等が追加となりました。 

南ブロック（河原・用瀬・佐治） 

担当課 市民生活部 地域振興課 

資 料 ２ 



（５）過疎地域持続的発展市町村計画の策定 

過疎地域の市町村は、県が定める持続的発展方針に基づき、当該市町村の議会の議

決を経て過疎地域持続的発展市町村計画を定めることができます。 

３ 過疎計画策定に係るスケジュール 

４月 法施行、市計画（案）策定準備 

５月～６月 ・県過疎方針（案）の策定作業 

・市計画（案）の策定作業 

７～８月 ・県へ事前協議（県各部局へ意見照会・回答取りまとめ）

・地域振興会議への説明 

９月２４日 ９月議会にて議決。県、国に計画の提出。 



過疎計画事業（南ブロック関連）

【用瀬地域】

事業内容 事業主体

２ 産業の振興 (3)

農業 用瀬町美成地区用水樋門改修工事 市

【河原地域】

事業内容 事業主体

２ 産業の振興 河原町中央公園法面測量設計業務 市

道の駅清流茶屋かわはらアーケード設置 市

【用瀬・佐治・青谷地域】

事業内容 事業主体

２ 産業の振興 (8) 観光又はレクリエーション 中山間地域魅力ある民泊推進事業 市

(9) 過疎地域持続的発展特別事業 輝く中山間地域創出事業 市

【用瀬・佐治・青谷・河原地域】

事業内容 事業主体

３ 情報化 (1)

有線テレビジョン放送施設 超高速情報通信基盤整備事業 市

(2) 過疎地域持続的発展特別事業 地域内情報伝達設備支援事業 市

【用瀬地域】

事業内容 事業主体

４
(1) 市町村道

橋りょう
金屋10号線(金屋橋)
　橋梁補修　橋長93.01m，全幅員4.22m

市

(8) 観光又はレクリエーション

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

電気通信施設等情報化施設

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

交通施設の整
備、日常的な移
動のための交通
手段の確保

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

経営近代化施設

－　1　－



古用瀬家奥5号線(古用瀬橋)
　橋梁補修　橋長21.0m，全幅員5.0m

市

下古用瀬1号線(三角橋)
　橋梁補修　橋長89.0m，全幅員5.0m

市

下古用瀬別府線(中河原橋)
　橋梁補修　橋長14.0m，全幅員4.0m

市

赤波10号線(中橋)
　橋梁補修　橋長19.0m，全幅員5.0m

市

用瀬3号線(無名橋0059号-2)
　橋梁補修　橋長8.0m，全幅員3.0m

市

別府11号線(別府橋)
　橋梁補修　橋長35.0m，全幅員4.0m

市

山口4号線(無名橋0156号-5)
　橋梁補修　橋長6.0m，全幅員4.0m

市

屋住段1号線(段橋)
　橋梁補修　橋長14.0m，全幅員4.0m

市

屋住小畑1号線(小畑橋)
　橋梁補修　橋長19.0m，全幅員5.0m

市

江波1号線(一の谷橋)
　橋梁補修　橋長12.0m，全幅員4.0m

市

工業団地線(日の出橋)
　橋梁補修　橋長51.0m，全幅員8.0m

市

用瀬別府線(中橋)
　橋梁撤去　橋長88.0m，全幅員3.0m

市

用瀬3号線(無名橋0059号-1)
　橋梁補修　橋長2.0m，全幅員2.0m

市

古用瀬川中線(無名橋0107号-1)
　橋梁補修　橋長3.7m，全幅員5.1m

市

岡１号線(青滑橋)
　橋梁補修　橋長26.85m，全幅員6.2m

市

(3) 林道
農山漁村地域整備交付金（フォレスト･コ
ミュニティ総合整備事業）森林基幹道（篭
山線）整備事業　道路工L=600ｍ W=4.0ｍ

県

【佐治地域】

事業内容 事業主体

４
(1) 市町村道

道路 南岸線　現道拡幅　L=1572m 市

津野線　現道拡幅　L=1200m 市

ホウニン線　法面保護　L=40m 市

川奥線　落石防護　L=30m、法面工　L=15m 市

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

交通施設の整
備、日常的な移
動のための交通
手段の確保

－　2　－



佐治用瀬線　崩落法面整形　L=30m 市

中ノ谷線　床板橋整備　L=5.0m 市

谷川線　法面保護　L=70m 市

橋りょう
刈地森坪線(刈地橋)
　橋梁補修　橋長43.3m，全幅員6.12m

市

川奥線(猿渡橋)
　橋梁補修　橋長25.5m，全幅員4.7m

市

旅行村線(旅行村橋)
　橋梁補修　橋長13.0m，全幅員4.0m

市

余戸線(第二余戸橋)
　橋梁補修　橋長8.0m，全幅員4.0m

市

谷川西谷線(谷川橋)
　橋梁補修　橋長8.0m，全幅員3.0m

市

中村中線(沢橋)
　橋梁補修　橋長10.0m，全幅員5.0m

市

下加瀬木線(河合谷橋)
　橋梁補修　橋長3.0m，全幅員3.3m

市

下加瀬木線(河合谷橋)
　橋梁補修　橋長3.0m，全幅員0.8m

市

佐治中央線(ヒッポウ谷橋)
　橋梁補修　橋長4.2m，全幅員1.5m

市

佐治中央線(尾続谷橋)
　橋梁補修　橋長3.0m，全幅員8.0m

市

下大井線(下大井橋)
　橋梁補修　橋長38.4m，全幅員4.8m

市

小原線(和増谷橋)
　橋梁補修　橋長25.0m，全幅員5.0m

市

【河原地域】

事業内容 事業主体

４
(1) 市町村道

道路 高津原線　法面保護　L=80m 市

渡天神原線　現道拡幅　L=87m 市

農免農道山上津無線①　補強土壁　L=50m 市

農免農道山上津無線②　かご枠　L=55m 市

橋りょう
山手釜口線(あゆみ橋）
　橋梁補修　橋長15.0m　全幅員3.0m

市

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

交通施設の整
備、日常的な移
動のための交通
手段の確保

－　3　－



河原谷一木線(荒岩橋)
　橋梁補修　橋長8.00m　全幅員3.0m

市

稲常徳吉線(片山橋)
　橋梁補修　橋長192.00m　全幅員5.0m

市

小河内新田線(段床橋)
　橋梁補修　橋長19.00m　全幅員6.0m

市

河原下長瀬線(岡前橋)
　橋梁補修　橋長8.00m　全幅員4.0m

市

役場前大井手線(鮎見自歩道橋)
　橋梁補修　橋長26.00m　全幅員3.0m

市

鮎見橋線(鮎見橋)
　橋梁補修　橋長31.00m　全幅員5.0m

市

徳吉片山線(新今在家橋)
　橋梁補修　橋長194.00m　全幅員2.0m

市

曳田引野線(砂田橋)
　橋梁補修　橋長43.00m　全幅員3.0m

市

西山線(西山橋)
　橋梁補修　橋長19.00m　全幅員4.0ｍ

市

大月線(大月橋)
　橋梁補修　橋長7.00m　全幅員3.0m

市

小畑前田線(前田橋)
　橋梁補修　橋長19.00m　全幅員4.0m

市

北村川北線(川北橋)
　橋梁補修　橋長36.00m　全幅員4.0m

市

北村落河内線(桜谷橋)
　橋梁補修　橋長6.00m　全幅員4.0m

市

小河内本角線(蔭平橋)
　橋梁補修　橋長13.00m　全幅員4.0m

市

中井線(中井橋・アーチ橋部)
　橋梁補修　橋長28.00m　全幅員4.0m

市

中井線(中井橋・鋼桁橋部)
　橋梁補修　橋長24.00m　全幅員4.0m

市

曳田中学校線(曳田中学校前橋)
　橋梁補修　橋長3.90m　全幅員3.6m

市

釜口三谷船岡線(無名橋2138B)
　橋梁補修　橋長3.50m　全幅員11.0m

市

袋河原神戸線(出晴橋)
　橋梁補修　橋長2.00m　全幅員4.0m

市

稲常越路線(稲恒1号橋)
　橋梁補修　橋長6.00m　全幅員6.5m

市

六日市村中線(西土居橋)
　橋梁補修　橋長2.10m　全幅員3.8m

市

釜口船岡線(志保谷橋)
　橋梁補修　橋長4.80m　全幅員3.0m

市

中井山上線(折谷橋)
　橋梁補修　橋長2.00m　全幅員4.6m

市

－　4　－



山上小倉線(神林橋)
　橋梁補修　橋長4.30m　全幅員4.7m

市

(9) 過疎地域持続的発展特別事業 乗合タクシー運行事業 市

【用瀬・佐治地域】

事業内容 事業主体

４
(1) 市町村道

道路 屋住佐治線　落石防護　L=60m 市

【佐治・河原・用瀬地域】

事業内容 事業主体

４ 交通施設の整
備、日常的な移
動のための交通
手段の確保

(9) 過疎地域持続的発展特別事業 交通空白地有償運送支援事業 市

【用瀬・佐治・青谷・河原地域】

事業内容 事業主体

(1) 市町村道

その他 道路台帳修正業務 市

市有償運送事業 市

地方バス路線維持対策事業 市

【河原地域】

事業内容 事業主体

５ 生活環境の整備
(5) 消防施設 消防ポンプ自動車格納庫整備事業 市

【青谷・河原地域】

事業内容 事業主体

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

交通施設の整
備、日常的な移
動のための交通
手段の確保

４

(9) 過疎地域持続的発展特別事業

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

交通施設の整
備、日常的な移
動のための交通
手段の確保

持続的発展施策区分
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５ 生活環境の整備

（7） 過疎地域持続的発展特別事業
浸水想定区域図作成業務（青谷、河原、福
部）

市

【用瀬・青谷・河原地域】

事業内容 事業主体

５ 生活環境の整備
(1) 水道施設

上水道

地域水道整備事業
（用瀬地域）
　送配排水管L=5,100mほか
（佐治地域）
　送配排水管L=2,210mほか
（青谷地域）
　送配水管  L=1,920mほか

市

(5) 消防施設 消防ポンプ自動車購入事業(３台) 市

【用瀬・佐治・青谷・河原地域】

事業内容 事業主体

５ 生活環境の整備
(3) 廃棄物処理施設

ごみ処理施設 敷地面積：約42,000㎡　焼却工場棟：1棟 広域

（7） 過疎地域持続的発展特別事業 地域防災力強化事業 市

地域コミュニティ除雪活動支援事業 市

【用瀬地域】

事業内容 事業主体

６ 子育て環境の確
保、高齢者等の
確保保健・福祉
の向上及び増進

（7）
用瀬地区保健センター空調給湯設備更新事
業

市

【用瀬・佐治・青谷地域】

事業内容 事業主体

６ 子育て環境の確
保、高齢者等の
確保保健・福祉
の向上及び増進

（8） 過疎地域持続的発展特別事業 買い物福祉サービス支援事業 市

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

市町村保健センター及び母子健康
センター
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【佐治地域】

事業内容 事業主体

７ 医療の確保 (1) 診療施設

診療所 佐治診療所医療機器等導入事業 市

【用瀬地域】

事業内容 事業主体

８ 教育の振興
(3) 集会施設・体育施設等

その他 鳥取市歴史民俗資料館（用瀬）改修事業 市

【佐治地域】

事業内容 事業主体

８ 教育の振興
(3) 集会施設・体育施設等

その他 鳥取市歴史民俗資料館（佐治）改修事業 市

ふるさと体験活動支援事業 市

さじアストロパーク望遠鏡点検整備事業 市

さじアストロパーク企画イベント等事業
（ソフト）

市

【河原地域】

事業内容 事業主体

８ 教育の振興
(3) 集会施設・体育施設等

公民館 散岐地区公民館改修事業 市

その他 鳥取市歴史民俗資料館（河原）改修事業 市

【佐治・河原地域】

事業内容 事業主体

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

（4） 過疎地域持続的発展特別事業

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）
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８ 教育の振興

（5） その他 複式学級対策事業 市

【用瀬・佐治・河原地域】

事業内容 事業主体

８ 教育の振興
(1) 学校教育関連施設

ア 統合関連施設

その他 市立小学校小型除雪機整備 市

【用瀬・佐治・青谷・河原地域】

事業内容 事業主体

８ 教育の振興 遠距離等通学費補助金 市

小学校・中学校における少人数学級実施事
業

県

【用瀬・佐治・青谷地域】

事業内容 事業主体

９ 集落の整備

（2） 過疎地域持続的発展特別事業 地域振興会議 市

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

持続的発展施策区分 事業名（施設名）

（4） 過疎地域持続的発展特別事業
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